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～最大判2017年3月15日・刑集71巻3号13頁を機縁として～

立山紘毅

［事案の概要！

被告人らは， 2012年から2013年頃にかけて，自動車を用いて西日本各地で

窃盗を繰り返していた集団であるc 警察は鋭意捜査にあたったものの．被疑

者らは捜査網をかいくぐり，被疑者ーらは追尾を まくなどして逃走していた。

警察は．警官個人名でA警備会社と契約してGPSを用いた測位サービスを受

けていたが，捜査にあたって当該受信装置を自動車の外側底部に磁石等で固

定し街中やラブホテル駐車場などで電池の交換をしていた（自動車内部の

配線から枝線を取って電源の供給を受けていたわけではなし、）。警察による

測位回数は2013年5月23日から同年12月4日頃に及んでいたが．いかなる令状

の発布も受けていなかった。また，瞥察内部には「移動追跡装置運用要領」

が作成され，罪種が連続窃盗等に限定されたうえ．捜査上特に必安ーがある場

合に，犯罪を構成するような行為を伴うことなく端末の取付作業を行うべき

こと等が定められていた。また当該運用要領では. 1受査にあたって保秘徹底

すべきことが定められており，捜査報告書には実施状況をいっさい記載して

いなかった lド。

もっとも，当該GPSi則fit：サービスは．位間情報を連続してiUIJ位・記録する

ものではなく．サービスを受ける顧客（この場合は警察）が携帯電話機で、任

意に検宗し位置情報を取得して｜同面｜二に対象GPS端末の所在位置のおお

まかな住所， iP.IJ位時刻. iftlJ位誤差及び地｜火l上の位置を表示させることができ

るものであったが．被告人らが自動車に取り付けられていたGPS受信機に気

づいて取り外したため. GPS捜査は終了した。
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被行人らのうち I名は窃盗罪等で起訴されたが その証拠調べについて．

大阪地決 （第九刑事部）2015年1月271:1・判時2288号134頁はGPSに基づく証

拠の証拠能力を認めた （以下これを「大阪①決定」と呼ぶ ・事案に対しては

一審有罪 抑訴せず確定）。残りの被告人のうち 1名も窃盗罪等で起訴され．

その公判手続中．検察宵はGPSによる捜査資料に基づく証拠を挺／Hした。被

告人・弁護人はGPSによって得た証拠は違法であって証拠能力がないとした

が．大阪地決 （第七刑事部） 2015年6月5日・平lj時2218社138貞は．弁護側主

仮どおり．検察官の証拠詰求を去11下して証拠能力を否定した（以下これを

「大阪②決定」と 11ヂぶ）。

大阪②決定lド. GPS捜査に関する判断は以ドの通り（このほか．弁護側は

「i永がせ技査jとビデオカメラなどによる連続娠影 ・録画の問題性を主張し

ているが．裁判所は一部を除き適法としている）C 

(1）本件捜査に用いられたGPSは．検’Aせ時におけるGPS端末の所在地点に関

する状況に依存するところが大きいものの．誤差数十メートル程度の位置情

報を取得できることも多く，それなりに高い精度において位置情報を取得で

きる機能を有していたに少なくとも．警察官らが被告人らの乗る車向．を失

足した後も. GPS端末の付．世情報を取得することによ って再度． ｜吋車両を

発見し追尾することができる程度には．正確な位置情報を示すものであっ

たと認められる。

(2）ところで＼自動車－：の卓｜帽の佐世情報は．人が乗車して自動車が移動す

る以斗仁それに釆車する人の位置情報と問視できる性質のものと評価でき

る。

そして．本件GPS捜奈は．尾行や張り込みといった手法により．公道上や

公道等ーから他人に観祭可能な場所に所《じする対象を目視して観祭する場合と

異なか私有地であって．不特定多数の第三者から目視により観察されるこ

とのない空間．すなわちプライパシ一保護の合理的期待が高い空間に対象が

所在する場合においても．その位置情報を取得することができることに特質
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がある。本件においても，コインパーキングや商業施設駐車場のみならず，

ラブホテル駐車場内に所在した対象のGPSの位置情報が複数回取得されてい

るところ，｜百j駐車場の出人口は目隠しのカーテンが設置され．公道からはそ

の内部は目視できない状況にあったし施設の性質上．利用客以外の者が／JI

入りすることは予定されておらず．プライパシ一保護の合理的期待が高い空

間に係る位置情報を取得したものといえる。

また，検察官は，本件GPS！里査は尾行等を機械的手段により補助するもの

に過ぎない旨主張するが，尾行等に本件GPSを使用するということは．少な

くとも失尾した際に対象車両の位置情報を取得してこれを採索．発見し尾

行等を続けることにほかならず．失尾した際に位世情報を検索すれば，対象

が公道にいるとは限らず．私有地． しかも前記のラブホテル駐車場内の場合

同様，プライパシ一保護の合理的期待が高い空間に所在する対象車両の位置

情報を取得することが当然にあり得るというべきである。さらに. GPS端本

を利用して捜告をする以上．その取付け．取外しが不可欠で、あるところ．？？

察官らは，取付け，取外しの作業のためにも位世情報を取得したというので

あるから．その際にも同様のことが当然、あり得る。そうすると．本件GPS捜

査は．その具体的内容を前提としても. u視のみによる捜査とは異質なもの

であって．尾行等の補助手段として任意使交であると結論付けられるもので

はなく，かえって．内花的かっ必然的に，大きなプライパシー侵害を伴う般

査であったというべきである。

(3）さらに．本件GPS捜査に当たっては. GPS端末の取付け．取外しがなさ

れており．これらはGPSを技査に使用する以七不可欠な手!lli'l：である。

ところが．対象車両が公道上にない場合は. GPS端末の収付け．取外しの

際に．私有地への侵入行為を伴う事態が想定される。門扉がなく．不特定多

数人が通常弘ち入ることができる状態にある場合は，管理権者が立人りにつ

いて包括的に承諾しており．犯罪を構成しないと考え得るが．本件では聖子察

官は．少なくともラブホテル駐車場内には立ち入ったというのであり．施設

の構造や性質上，管理権者の包括的添諾があったといえるか疑義も生じ得る



一78一 （546) 山11経済学雑誌第66巻 第5号

ところである。本件GPS捜査の密行性から管理権者の承諾を得ることができ

ないのであれば．令状の発付を受けて私有地に立ち入るべきであり．少なく

とも．管理権者の包括的承諾に疑義のある場所に立ち入ってGPS端末の取付

け．取外しを行っている点においても，本件GPS捜査には管理権者に対する

権利侵害がある可能性を否定し難い。

(4）したがって．本件GPS捜査は．対象車両使用者のプライパシ一等を大き

く侵害することから．強制処分に当たるものと認められる （なお．本件GPS

捜査によって得られた位盤情報が．公道一卜．に存在する対象車両使用者に関す

るもののみであったとしても．本件GPS捜脊に係る前記の特質に照らせば．

この結論は左右されるものではない。）。そして．本件GPS捜交は．携帯電話

機等の画面上に表示されたGPS端末の位置情報を．捜査宵が]i宵の作用に

よって観察するものであるから．検証としての性質を有するというべきであ

る。そうすると．検証許可状によることなく行われた本件GPS捜交は．無令

状検証の誹りを免れず．違法であるといわざるをえない～

なお．本事案に対しては， l<>'Jじ大阪地判（第七刑事部） 2015年7月10日・

判時2288サ144頁が．窃盗罪等でゐー罪としている（以卜＼これを大阪②判決

と呼ぶ）。GPS｝史査に関連する点としては．「検察官の裁量権の逸脱が．公

訴の提起を無効ならしめる場合があり得ることを否定することはできない

が．それはたとえば公訴の提起自体が職務犯罪を構成するような極限的な場

合に限られる（最高裁昭和55年12月17lj第一小法廷決定・刑集34巻7号672頁

参照） c」「本件においては．警察官らが本件GPS捜査の保秘を徹底していた

ため，検察官は．同娘査の存在すら認識せず、に公訴提起に至った事案でもあ

り．また本件公判段階で弁護人が本件GPS捜査の存住を主張した後も，当

裁判所の前記決定以前にはGPSを使用した捜査を違法と判断した裁判例は見

当たらなかったのであるから，検察官が本件GPS捜査は適法であるとの解釈

のもとに公訴提起に至ったことが職務犯罪を構成するようなものでないこと

はいうまでもない。そうすると．検察官が行った本件各公訴提起が．上記の
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極限的な場合に当たるとはいえない。」「当公判廷において，既に．検察官請

求証拠のうち相当数が違法収集証拠又はその派生証拠として証拠能力を否定

され．証拠調べ請求が却下されている。」

被告人は控訴したが，大阪高判2016年3月2日・判タ1429号148頁は控訴を

棄却した。

大阪①②の決定および大阪②判決をもとに．大阪高判の争点と判断を整理

すると以下の通りである。

(1）「泳がせ慢査」について…一「捜査機関においては，何らかのき っかけ

から犯人が逃亡したり重要な証拠を隠滅したりすれば．事業の全谷解明．犯

人らの適正な処分や公判維持に支障を来すことから，十分な準備を遂げて逮

捕に踏み切ろうと考えたとしてもやむを得ない状況にあったといえる。そう

すると弁護人が挙げる捜査の経過を前提にしても， fBJi:「8月7日以前に．長

崎事件の嫌疑に基づいて被告人及び共犯者らの逮捕に踏み切らなかったこと

を含め， J史資機関が．身柄を確保せずに一定期間捜査を継続したこと （．）

…身柄を様保せずに一定期間捜資を継続したことは， 一連の窃盗事件の特

質や捜査の経過等に照らしやむを得ない判断であったと認められ．…・ーその

捜査手法を著しく不当なものと評価すべきことにはならない。」

(2）「追尾耽視型捜査」についていー－ 「警察宵らは，平成25年4)1iji旬頃以降

数か月間にわたり．被告人らのアジトと目されたAや．被告人が寝泊まりを

していたマンション等複数の場所で張り込みや尾行を行い．その際ビデオカ

メラで被告人らの行動等を連続的に娠影．記録しこれによ って被持人＇ :;)J~ 

犯者のほか複数の第三者が撮影された。このような捜査 （一審証拠決定がい

う「本件追尾監視型捜査」）は．強制処分に当たらない令上，捜査1-1的を達成

するため．必要な範囲において．かつ相当な方法で行われたものといえるか

ら．任意捜査として適法である。もっとも，共犯者（B)Hの郵便受けの投

函口のすき間から．内部の郵便物を搬杉した点については＇ 1受索Jl..は検百IE’と

しての性質を有する強制処分に該当し無令状でこれを行ったのは違法であ
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る。」

J・J己2点は 大阪②判決と大筋においてl¥:iJーと言えるが。 （3)GPS捜査の

違法性について大阪高判は「GPSの技術を用いた車両の位置探索捜査は，一

般に．相手方の承諾なく車両やこれを使JtJする者の所在位置をある程度正確

に把探することができ．……対象の所在位置の手がかりが全く存しなくなっ

たような場合にも．ある程度即時にその位置情報が得られるものであって，

実施万法等いかんによっては．対象者のプライパシー侵害につながる契機を

含むものである。Jが． 「本件で実施されたGPS技査は．－ー一一足行・張り込み

などによる場合とは異なり．対象車両の所在住前に｜浪られ．そこでの車両使

用者らの行動の状胤などが明らかになるものではなく，また．警察官らが．

相当期間 （時間）にわたり機械的に各車両の佼置情報を間断なく取得してこ

れを蓄積し．それにより過去の位置 （移動）情報を網羅的に把握したという

事実も認められないなど．プライパシーの佼害の程度は必ずしも大きいもの

ではなかったというべき事情も存するところではある」

「－…・・警察官が対象から離れた場所にいても，相当符易にその位置情報を取

得でき．本件では，車両によ っては佼世情報が取得された期間が比較的長期

に及び．回数も甚だ多数に及んで、おり，そのほか. E株式会社では．サ一ビ

ス利用者が事前に笠録したH寺問千↑

者が検索耳兄得した対象の｛立世，l育報が，過去 lか）－J分及び当Jj分に限られるも

のの保存されており．警察宵らは，このような佼世履歴ファイルをパソコン

にダウンロードして．対象の過去の位置（移動）情報を把握することが特に

妨げられない状況にあった」

「－…・・このような点に着目して， 一審証拠決定がその結論において言うよう

に，このようなGPS捜査が．対象車両使用者のプライパシーを大きく侵害す

るものとして強制処分に当たか無令状でこれを行った点において違法と解

する余地がないわけではない」が．「本件GPS捜査に重大な違法があるとは

解されず．弁護人が主張するように．これが強制処分法定主義に違反し令状
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の有無を問わず適法に実施し得ないものと解することも到底できない。」

と判断した。被告人 ・弁護人上告。

［憲高裁の判断］

最大判2017年3月15日・刑集71巻3号13頁は．全員一致で上告を棄却した

（裁判官3人の補足意見がある）がGPS捜資に関する部分（「 Jの前にある

英記号は本稿の記述の便宜のために付したものである）について， j点審の判

断を是認できないものとした（以下，最高裁大法廷③判決と呼ぶ）。

a ）「GPS捜査は．対象車両の時々刻々の位置情報を検索し把握すべく行

われるものであるが，その性質上．公道上のもののみならず．個人のプライ

パシーが強く保護されるべき場所や空間に関わるものも含めて，対象車両及

びその使用者の所在と移動状況を逐一把握することを可能にする。このよう

な捜査手法は．個人の行動を継続的網羅的に把握することを必然的に伴う

から．個人のプライパシーを侵害し得るものであり，また，そのような侵害

を可能とする機器を個人の所持品に秘かに装着することによって行う点にお

いて．公道上の所在を肉眼で把握したりカメラで撮影したりするような手法

とは異なり ．公権力による私的領域への侵入を伴うものというべきである。」

b）「憲法35条は，「住居，書類及び所持品について．侵入，捜索及び押収を

受けることのない権利Jを規定しているところ．この規定の保障対象には．

「住居，書類及び所持品」に限ら号、これらに準ずる私的領域に 「侵入」され

ることのない権利が含まれるものと解するのが相当で－ある。」

C）「そうすると 前記のとおり．個人のプライパシーの侵害を可能とする

機器をその所持品に秘かに装着することによって．合理的に推認される個人

の意思に反してその私的領域に佼入する捜査手法であるGPS捜査は，何人の

意思を制圧して憲法の保障する重要な法的利益を侵害するものとして．刑訴

法七．特別の桜拠規定がなければ許脅されない強制の処分に当たる（最高裁

H百和51年3月16日第三小法廷決定・丹IJ集30巻2*1・187頁参照）とともに， 一般
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的には．現行犯人逮捕等の令状を要しないものとされている処分と同視すべ

き事情があると認めるのも困難であるから．令状がなければ行うことのでき

ない処分と解すべきである。」

d）「GPS捜査は．情報機器の阿l副表示を読み取って対象車両の所平I：と移動

状況を担保する点では刑訴法 l：の「検証Jと同様の性質を有するものの，対

象卓向にGPS端末を取り付けることにより；対象車両及びその使用者の所在の

検索を行う点において．「検証」では従えきれない性質を有することも否定

し難し、 仮に．検証許可状の発付を受け，あるいはそれと併せて隙紫許可状

の発付を受けて行うとしても， GPS捜1tは. GPS端末を取り付けた対象車両

の所伝の検索を通じて対象車両の使用者の行動を継続的．網羅的に把握する

ことを必然的に伴うものであって. GPS端末を取り付けるべき車両及び罪名

を特定しただけでは被疑事実と関係のない使用者の行動の過剰な把握を抑制

することができず．裁判官による令状請求の審査を要することとされている

趣旨を満たすことができないおそれがある勺。

e）「GPSJ史資は．被疑者らに知られず秘かに行うのでなければ意味がな（い

が），・・・－手続の公正の担保の趣骨から原則として事前の令状早ポが求めら

れており（同法222条lJ貝 llO条），…・・これに代わる公正の担保のずー段が仕

組みとして確保されていないのでは．適正手続の保障という観点から問題が

残る。

f)「これらの問題を解消するための手段として． 一般的には．実施可能期

間の限定．第三者のI工会い．事後の通知等様々なものが考えられるところ．

捜有の実効性にも配慮しつつどのような手段を選択するかは＇ jf!J l訴法197条

1項ただし書の趣骨に照らし，第一次的には立法府に委ねられていると解さ

れる。仮に法解釈により刑訴法上ーの強制の処分として許存するのであれば．

－－－－－事系ごとに．令状請求の審会fを担当する裁判官の判断により．多様な選

択肢の中から的確な条件の選択が行われない限り是認できないような強制の

処分を認めることは． 「強制の処分は．この法律に特別の定のある場合でな

ければ．これをすることができなしづと規定する同項ただし書の趣旨に沿う
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ものとはいえない。

g）「以上のとおり. GPS捜査について．刑訴法197条l項ただし書の「この

法律に特別の定のある場合Jに当たるとして｜司法が規定する令状を発付する

ことには疑義がある。GPS｝受査が今後も広く用いられ得る有力な捜査手法で

あるとすれば．その特質に着同して憲法．刑訴法の諸原則に適合する立法的

な措i慣が講じられることが望ましい。」

阿部喜代子．大谷剛it.池上政幸裁判官補足意見

h）「…・今後立法が具体的に検討されることになったとしても．法制化さ

れるまでには一定の時間を要することもあると推察されるところ．それまで

の問．裁判官の蒋脊を受けてGPS捜台を実施することが全く否定されるべき

ものではないと考える。……したがって，ごく限られた極めて重大な犯罪の

捜交のため．対象車両の使用者の行動の継続的．網羅的な把握が不可欠であ

るとの意味で，高度の必要性が要求される。さらに．この場合においても．

令状の請求及び発付は．法廷意見に判示された各点、について卜分配慮したよ

で行われなければならないことはいうまでもなし、。……上記のような令状の

発付が認められる余地があるとしても，そのためには．ごく限られた特別の

事情の下での板めて慎重な判断が求められる」。

[GPSとその特徴，特に測位精度について］

GPSとは GlobalPositioning Systemの略であり．アメリカ海軍が，特に

自軍潜水艦へi則位情報を提供する｝｜的で打ち上げた31個のナブスター衛岸ーか

らなる電波ビーコンの一種である。元来．陵地の見えない洋上での測位は凶

難を伴い．天iffiJ航法によっても南北は比較的正確に測位することができる

が，東西方向の精度が問題であった。1伺のナブスター衛Jtl.は標準屯波を軌

道上から発射し埋論的には 3悩の衛星を観望できれば，標準電波のi時間差

から門己のf立置を知ることができる。

ただし GPSにも弱点があり．もともとアメリカ海軍｜古jけに構築されてい

たために．これまでも精度が白岡の都合に左右され．システム自体が廃止さ
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れそうになったことがある。その他．アメリカ以外では上空に到来する衛星

の数が十分で、なかったり．高度が下がるとビル陰や山陰に入って， rn1J位不可

能になることは． 日本のように地形が複雑なうえ．大都市には高層ビルが密

集している場合. ifflj位；精度が大きく下がったり．最悪測位不能に陥る場合

も多い。もちろん国土地理院が全国に展開している電子水準点を併用し

てGPSを補完 （iMIH,l:機器などでは既に存在するという ）すれば. i則位精度を

lm以下に追い込むことができるとされているが．通常， GPS端末だけでは

諸裁判例が指摘するとおり，数mから数十mに及ぶ誤差を避けられない。

しかも．電子水準点の併用は日本国内に限られるため. GPSの補完は世

界的に展開されている。たとえば．ロシアのGLONASSや， ESA（ヨーロッ

パ宇宙機関）のGalilleoなどがこれであり，これらに既に l～ 4号まで打

ち上げられている準天頂衛星「みちびきjシステム（QZSS:Quasi-Zenith 

Satellite System）が加わるGNSS(Global Navigation Satellite System：全地

球航法衛星システム）では．理論的に1cm以下の測位精度になると言われて

いる。 現実に．これに近い応用製1'11~ としては （本米の用途とはいささか異

なると忠われるが）ス ピード違反のレーダー探知機に搭載されているものが

割合身近で也あろうか。

将来の用途としては，災害時のiJ!IJ位サービスのほか．電子3D地図として

自動巡転の；民盤技術への応用が考えられているほか．安否確認サービス・見

守りサービスへの応用も与えられている。しかしながら．これらシステムの

「本来のj用途からすれば．軍事目的への「応用」は当然構想されている と

ころであるばかりか，「見守り サービス」は．本件を含むGPS捜査への応用

もまた当然考えられる。その意味で両用性 （dual-use）をもっ技術の一つの

典型と言えるが．線滅的には「自分の手の届かないところで＼常時誰かに監

視され．その情報が税かの手許に保管されている」ことへの不安・不快の感

情を法的な保護の対象とするか．対象にできるとすれば．いかにして実現す

るかが問題といえる。そのうえ2015年改正個人情報保護法が 「特定の個人を

識別することができないように個人情報を加工して得られる例人に関する情
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報であって．当該個人情報を復元することができないようにした （同法2条9

号）J匿名加工個人情報保護なるカテゴリーを設け．法律の目的に「個人情

報の適正かっ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び

：豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性」

が付け加えられて，保護よりも利用，それも産業・経済活動へ傾斜した 「利

用」を促す法律へ舵を切ったことによ って． 「自分の手の届かないところで，

常時誰かに監視され．その情報が設かの手許に保管されているj問題点は，

むしろ拡大したようにさえ思われる。

この間の裁判例では. ifflJ位精度の問題が裁判官の心証形成に少なからず影

響を与えているように見受けられるので，少々冗漫に過ぎることを顧みず説

明した。

なお.m位の問題では，携帯電話の基地局情報も問題とされ，いくつかの

裁判例でも言及されている。しかしながら．基地局情報は基地局の間隔や使

用する周波数の問題から．数百m程度のifflj位誤差は避けられない。特に 「プ

ラチナバンド」と呼ばれる800MHz～900MHzの帯域を使用する場合， iRIJN:

誤差の問題は著しい。

総務省は 「電気通信事業における個人情報保護ガイドライン」を策定して

平成25年総務省告示第340号（2013:r悶月9E:I改正）までは．ガイドライン26

条3項に「電気通信事業者は．第四条の規定にかかわらず．捜査機関からの

要請により位置情報の取得を求められた場合において，当該位置情報が取得

されていることを利用者が知ることができるときであって．裁判官の発付し

た令状に従うときに｜浪り，当該位置情報を取得するものとする」と規定され

ていたが．平成27年総務省告示第216号 （2015年6月24!:I改正）では．同条同

項から 「当該位置情報が取得されていることを利用者が知ることができると

きであって， 」の丈百が削除された。

なるほど総務省は．｜司条の解説において 「電気通信事業者が保有する位置

情報は，個々の通話に関係する場合は通信の構成要素であるから電気通信事

業法第4条第l項の通信の秘密として保護されると解される。これに対し通
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話時以外に移動体端末の所持者がエリアを移動するごとに基地同に送られる

位置登録情報は通話を成立させる前提として電気通信事業者に機械的に送ら

れる情報に過ぎないことから．サー ビス制御局に蓄積されたこれらの情報は

通信の秘密ではなく，プライパシーとして保護されるべき事項と考えられ

る。位置情報を通信の秘密に該当しないと解する場合であっても．ある人が

どこに所在するかということはプライパシーの中でも特に保護の必要性が高

い上に．通信とも密接に関係する事項であるから．通信の秘密に準じて強く

保護することが適当であるc 通信を成立させるために必要な情報ではない

GPS位置情報については，通信の秘密ではなく．プライパシーの問題として

扱うべき情報であるが．基地同に係る位置情報と比べ目高いプライパシー性

を令ーする」と述べ，主主法が保障する通信の品目、需とプライパシ一保護の両者に

関係する領減と捉えている。

しかしながら．問題が．法理上も現実にも機微な問題を有するのであれ

ば．し、かに電気通信事業者を名宛人とするに過ぎないとしても．またパブ

リック・コメントを経ているとしても．本来ならば 「告示jではなく．同会

で討議され法律で定めるべき問題ではないかという疑問が残る。

[GPS捜査と裁判例］

GPSの測位精度が矢｜｜られるようになるにつれ．♀くから犯罪般公への応用

も進んできたものと見られる。 上記のガイドライン「平成17年総務省告示

1176号 （2005年10月17日版）」 では．位置情報の提供にあたって令状の発付

とともに． 「利用者の権利が不当に侵害されることを防止するため必要な措

置を講ずるものとする」と定め．「解説jには「必裂な術置」として．両面

表示や鳴動が例示されている。これらより， GPS情報の捜査利用は．遅くと

も2005年頃には始まっていたものと見られる。

もちろん. GPS情報の娘査利用を指して「何が何でも反対」というわけに

はいかない。たとえば覚せい剤取締法の事案3 においては．貨物の受け渡し

が夜間． しかも海上で行われることからして， If確な測位N法として．他に
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選ぶ方法がないこと．捜査官（海上保安官．厚生労働省麻薬取締官を含む）

が海象の変化の激しい洋上に，長時間にわたって滞在しなければならないこ

とからして，本件最高裁大法廷判決⑧（補足恵、見）にいう「ごく限られた極

めて重大な犯罪の娘査のため，……行動の継続的．網羅的な把握が不可欠で

あるとの意味で，高度の必要性が要求される」場合に当たる 3＇とも言えよう。

それ以外の場合． 一般の慢査にあたって， GPS情報を利用することに対し

て疑念をはさむ裁判例もなかったわけではないが，広く関心を呼ぶに至った

のは．大阪②決定が検察官の証拠請求を去｜］下した事案である。その後，下級

審裁判例は. GPS捜査を合法とするものと違法とするものに分かれ，最高裁

判所の統ーした見解が求められていた。

網羅的ではないが，プライパシー侵害の問題を中心として，以ドに若干の

事例を掲げる。

裁判所名 ・判決／ ①GPS端末の取付・取 ②測位の精度・態様 ③運用要領との関連

決定年月日 り外し・ハ yテリー交換

などの場所

④プライヴァシ 侵害の有無 ⑤証拠能力の有無

その他

A大阪①決定 くは聖査官が管理者の示諾 ②携｛j＇，＇電話機を使って按続

を待ずにコインパーキン したi時だけ位置情報が取得

グやl樹業施設又はラプホ され、画面上に表示される

テルの駐車場に停車中に ・ 24時間位置情報が把握・

捜査宵が駐車場内に立ち 記録されるものではない

入って取H －状況によっては数百メー

－公道から門扉を来り越 トル程度の誤差が生じるこ

えるなどせずに立ち入る ともあった

ことができる場所 －向動車で外出した被常人

らを尾行するための補助手

段

つむ通常の張り込みや尼行土r,のhi.土と比して特にプライ パシ ＜？）有

一侵害の程度が大きいものではなく、強制処分にはjたら

ない

B 大阪；？）決定 T受信装↑世を自動車の外 ⑦；呉ft数｜メートル程度の

側底部に磁.｛＿j等で同定 位置情報を取得できること

し、街中やラブホテル駐 も多 く、それなりに高い精

車場などで電池の交換 度において位置情報を取得

でき る機能を有していた

上、少なくとも、讐察宵ら
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が被告人らの乗る車両を失

足した後も、 GPS端末の｛立

間情報を取得することによ

って、再成、 向車両を発見

し、追Itすることができる

程度には、正確な位置情報

を示すもの

ーコインパーキングやl樹業施設駐車場のみならず、ラブホ 1s' !1眠

テル駐車場内に所在した対象のGPSの位置情報が波数阿取

得されているところ、同駐1JU品の出入門はII隠しのカーテ

ンが設置され、公道からはその内部は目視できない状況に

あったし、施設の↑守：質上、利用客以外の者が出入りするこ

とは予定されておらず、プライバシ一保護の合理的期待が

高い空間に係るKlrJ情報を収得した

＊大阪三判決i'.J体は、大阪1決定で相当の証拠を排除しているので、その余

の証拠で右非半リ決

Ct，古J世高判20日｜「GPS端，／（を利用した本件被査から判！VJ 取得した所論指摘の情報（立ち寄り

年年12月17日 （1匂｜場所 （筆：お註・駐車場）、防犯カメラの顔写兵織影等）は、これらの証拠を

等裁判所刑事裁判｜取得する契機となったり、これらの証拠の解析に役ιつなどはしたものの、

速報集（千成27年）｜ これらの証拠の縫併に応接的に市与したなどとはいえなL、 したがって、以

249貞） ｜卜と同趣旨の泣併をして後綾な関連性はないとした原判断に、誤りがあると

は認められない。」

D名山屋地宇1]20日I1多くが他者からの被告 ｜之多くの場合位置検索が成

年12月24U （絞判 ｜人使用車両の観祭を受忍 ｜功 条件のよい場合、誤差

所ホームページ笠｜せざるを得ない場所 ｜数 hnu般査機関による位

載・判時2307号 ｜ ｜術情報の蓄積無

136貞） Ii本刊GPS段査は、任怠娘資として許谷される尼行等とはI;'i tl 

Ek阪市宇1]2016年

3月21:l （宇IJ11129 

ち148頁）

質的に異なるものであり、プライヴァシー侵害の程度は大

きく、強制処分である

＊卜ι己Cに係る事案の共犯おに対する判決

£苦手察官が対象から離れた I~. GPS発信総の車両へ

場所にいても、相当’谷易に ｜のi収り付けの際などに

その依置情報を取得でき、 ｜一再な らずiliii去の疑い

本/'Iでは、車両によ っては ｜のある行為に山ている

位置情報が取得きれた！切開 ｜ほか、静止秘を徹底する

が比較的長期に及び、 lnl数｜その一方で、組織内部

も甚だ多数に及んでおり、 ｜で求められていたこの

そのほか、サービス利fl］者 ｜税J聖公の適l巨確保のた

が事前にそf録した時fMJ'i'i'；ーに｜めの決裁、 mP干等の

おける対象の付置情報及びI；若手続 （平成1s1r5月

サービス利)IJおが検索取得 I30H 警策庁JfiJ半日刑事

した対象のf，，置情報が、過｜企画諜長 「移動追跡装

去1か月分及び当月分に限 ｜舵述j判嬰領」参照）で

られるものとはいえ、サー ｜すら、 f分には版践し

ピス挺｛共事業l,・に保存され1ていなかったb品、があ

ており、警察官らは、この｜ り、その点は甚だ遺憾
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ような位置履歴ファイルを

ノfソコンにダウンロードし

て、対象の過去の佼i1'1（移

動）情報を把握することが

特に妨げられない状況にあ

っ？こ

!4 GPSの技術を用いた車l山jの位悩採’余波貨は、 一般に、相 Is有
手方の示談なく単向やこれを使用する者の所化位置をある

位l文正確に抱濯することができ、 対象の所有位ir，＇の手
がかりが全くイ｛しなくなったような場合にも、ある符J:lt即
時にそのf立i泣情縦が得られるものであって、実施｝j法等い

かんによっては、対象者のプライパシ一位古・につながる契

機を合もものである。

・本件で実施されたGPSt型告は、 一尾行 51り込みなど

による場合とは拠なり、対象車｜川の所在位世にi以られ、そ

こでの車両使)jj者らの行動の状況なとが明らかになるもの

ではなく、また、鈴祭？守らが、相当期間 （時間）にわたり

機械的に各車両の位lli＇.情報を間断なく取得してこれを必稲

し、それにより過去の位Ii'.'（移動）情報を網繰的に把握し

たという事実も l認められないなど、プライパシーの侵害の

程度は必ずしも大きいものではなかった

＊大阪亘判決控訴審判決、被告人・弁護人が上告、最高裁大法廷 3判決

F名前F至高判2016I ！被告人に無断でl店舗共I2 1500回以 tの測｛玄のう I,3~尾行中に夫尾したな
斗，5月2911 （宇lj時｜｜百l駐車場など ｜ち、ほとんとの場合で成 ｜どの場合に被告人使川

2307 I} 129TI> I ｜功。 最小誤差16m（誤差｜市－I何の位慌を俗説Jした

1000111以ヒは少数）。 ｜ヒで尾行を行うという

・今後の技術発展により、 IU的 （巡111妥領の使別

さらに精1J:t1&J上の余地あり ｜安件）で行われたとは

．データはサービス提供事！およそ考え難い

業者において保存するが、

t型査機関も入手可能

？位置情報を、長期間にわたり常時取得できるだけでな ｜同

〈、その結栄を記録し、分析することにより、対象者の交

友関係、信教、.［＇，惣・信条、趣味や日書好などの個人情報を

綱雄的に明らかにすることが可能であり、その運用次第で

は、対象者のプライパシーを大きく侵害する危険性をいJ~止

する

＊既存の強制l処分のうち、 「検証」にあたるとともに、技術の 「仲びしろ」

がある以 k、今後のな法的指置も検討されるべき

＊ノド判決以後、 T:rM＼~警が全国で初めてCPS捜査にあたって令状を J[i( ってい

たことが分かった（東点新聞 2017年1月231:l「千柴県苦手が令状取りCPS捜資

全問初の実施J)
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G福井地判2016年 エ無断で被告人方前等 ②約371回／誤差最大1024 ｝，運用要領にしたが

12月6H mt-Law m、最小16m い、あらかじめ組織犯

判例体系） データはサービス提供事 罪対策課長に迷用開始

業者に保存 を申請してゑ認を受

け、ほほ毎H報併を行

っていたとするが、完

全な遵守には疑問が残

る3

－特に、場合によって

は強制処分にもなりう

るGPS1聖査についてい

っさい書耐を作成しな

かったことは、事後的

な司法審査を困難にす

るものであって遺憾

1本件GPS1型査で取得された位置情報から単なる他々のfi): ｝，有

世情報を超えたf同人の情報が明らかにされる可能性が高い

とまでいうことはできず、本件GPS｝盟査によ って被告人の

プライパシーが制約される度合いが高かったとまではいえ

ない

・本1'!-GPS捜盆は強制処分には該当せず、任意技査と解す

るのが柑当である

＊福井新聞2016年11月15日 「GPS授食に令状は必要かっ違法性、全国で割れ

る司法判断」

H名古属高裁金沢 工被告人使用車両の後部 ②t聖査員が所持する携’貯電 ；工事前に検察官に柑談

支判2017年9月26J長耐に磁石付きケースに 話ー機を使って契約者専用ホ する ことなく。無令状

日 （裁判所ホーム 入れ、ひそかに取付 ームページにアクセスし、 で行われ．その笑施中

ページ盗載） 位置情報を検索．取得 も捜査状況を検察官に

・，）：ち同 I）先に被白人使Ill報告するなどの措置は

!jl:j可がなかった場合や、尾 取られなかった

行中にl司車を失尾した場合

に同端末機の位世情報を取

f年
－取得した位置情報は、無

線や携帯電話機を使うなど

して捜査員間で共ゐし、尾

行捜査の補助千段

4対象卓両の時々刻々の位鐙情報を検索し把探すべく行 ｝： 有

われ、性質｜、公道仁のもののみならず．個人のプライハ

シーが強く保殺されるべき場所や空間に関わるものも含む

－対象卓1珂及びその使用者の所在と移動状況を迩－1巴握す

ることを可能にし、個人の行動を継続的．網羅的に把握す

ることを必然的に伴うから、偶人のプライパシーを侵宵し

｛！｝る

－機器を例人の所持品にひそかに装着して行う凸、において、

公道上の所在を肉眼で把J揺するなどの手法と拠なり、公権

力による私的領域への佼入を伴う
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・上記G判決按訴審

明jH新聞 2017年9月261::l「令状なしGPS捜査 『電大な違法j 名古尾高裁令

沢支部J

I 東京地裁立川支 ①公道、月梅組車場、ス 〔2）取得された位協情報の誤 混j基111要領に従ってい

i)/;2016年12月22n ーノfーマーケットやパチ 来がおおむね50m以内であ ればよいと考えて令』｝（

(Dl-Law判例体 ンコ店の駐車場、コイン り、 GPS端末の位置情報を 取得を検討せず

系） パーキング等、いずれも 取得することで、被告人ら

kt外・駐車場の内部と外 の使用車両の走行状況等を

部が壁等で完全に仕切ら 把握して、追尾をすること

れているような場所はな ができていたので、相当程

し 度.tU在

① インターネットに接続できる携帯電話機等があれば、気 〈宣伝

づカ通れることなく、いつでも、どこでも、即時に、対象車

両の相当校！主IF.碓となり得るfiZ位情報を取得でき、 t皇資機

関は授査対象者のおおよその牧澄をいつでも零易にJ巴J躍す

ることができる

・実質的にみれば、捜査機関が捜査対象者をその舵視下に

置くことを可能とする

－このような飽貸手法を投告対象者がJ!!f，限定に受忍せさる

を得ないとは考え難く、そのようなGPS授食は、個人のプ

ライパシーをたきく侵害する

J東京地判2017年 〔D民間駐車場の管理人の ct ~差50m以内から500m $運用要領にそって

5月30日（裁判所ホ 承諾なし、自動車使用者 以上を表示 GPS1聖杏をfT:意J聖杏と

ームベージ登載） の同意もなし －一定間隔で自動的に位置 把握し、令状請求につ

情報を取得 いての検討は切なし

l分から 1時間おきで位 ・ GPS端末の利用は、

世情報を取得 これを利用する普察’t{

ごとに、利用の終期を

定めることなく包括的

な使用承認を得る

(1ノ個人のプライヴァシーの侵実を可能とする機器を秘かに E一部I&ii拠能力

装着することによって、合理的に推認される例人の怠思に を認めず、一郎

反してその私的領域に侵入する般貸手法 M，罪
－個人の意思を制圧して窓i去の保障する最変ーな法的利益を

佼害するものとして。刑訴法上、特別の根拠規定がなけれ

ば許容されない強制lの処分に当たり、令状がなければ行う

ことのできない処分

＊最高裁大法主！；＠判決以後の判決

その他

＊水戸地判2016年3月251::l （公刊物未任松）GPS捜査によって得られたものを除いたJi!'拠で有罪

＊ 《WLJflJ例コラム》第89号前川雅英 「GPSを/11し、たJ聖査の違法性とliE拠排除～広島高判半成28

4手7))21H常刊以犯窃盗詐欺被告事件～J（師、審は 広島地裁稲山支判2016年2月l6H）「GPS！型

併は 性質上．車両の位置情報のほか‘少なくとも移動中は事実 H史m者の移動も把握すること

が11f能となり．そのプライパンーを制約する耐があることは否定できなPc所論は．この点から
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それが対象荷の権利・手lj絡を侵害するものとして本f%PS捜査の強制処分s該当性をいうものと解

される、しかし 中両は 通常 公道を移動し不特定多数の者の／H人り可能な駐車場にl駐eドす

ることが事いなど 公衆の自にさらされ．観察されること白体は受忍せざるを伴ないfr:{J：であるG

-'1£111,jの使用有にとって そのj~t:l世情報は. 1,1;本的に。第三者に知られないですますことを合理的

に期待できる性質のものではなく。 一般的にプライパシーとしての安保護性は向 くない 」

最高裁大法廷玄判決を含めて．いずれの裁判例でも無罪判決はなし、。これ

は違法収集，l1E拠に関して，最高第一小法廷が. 1978年9JJ71::l （刑~32巻6 号

1672民）で＼ 「刑罰法令を適正に適用災現し公の秩序を維持することは．

刑事訴訟の重要な任務であり．そのためには事案の真相をできる限り明らか

にすることが必要である」「押収手続に違法があるとして直ちにその~JI:拠能

)Jを否定することは．事案の真相の究明に資するゆえんではなく．相当でな

いというべきである。」 「他面において事案の真相の究明も．個人の基本的

人権の保障を全うしつつ．適正なずー続のもとでされなければならないもので

あり． ことに憲法35条が．主任法33条の場合及び令状による場介を｜徐き．住居ー

の不可侵目捜索及び押収を受けることのない権利を保障しこれを受けて刑

訴法が地主主－及び押収等につき厳格な規定を設けていること． また. ）革法31条

が法の適正な手続を保障していること等にかんがみると．証拠物の押収等の

手続に．主任：i去35条及びこれを受けた）flJ訪れ去218条I項等の所期する令状主義の

精神を没却するような重大な違法があり．これを証拠として許谷すること

が．将来における違法な捜貨の抑制のは地からして相当でないと認められる

場合においては．その認拠能力は再定される」と一般論を述べたこと．また

「検雲寺官の裁長権の逸脱が．公訴の提起を無効ならしめる場合があり得るこ

とを再定することはできないが．それはたとえば公訴の提起向体が職務犯罪

を構成するような極限的な場合に限られる」（最高裁l98Qij.: 12 J J 17日第一小

法廷決定 ・刑集34巻7弓・672頁）と最前J裁が違法収集証拠排除法則にきわめて

謙抑的な姿勢を示していることにも影響されていると思われる l'a 

それゆえ．最高裁大法廷③判決以後になって東京地判Jが一部無罪判決を

下していること．大阪＠判決が．排除された証拠以外で有罪判決を導くこと



裁判例検討・ GPS般公の違法性とプライヴァシー侵害 (561) -93-

ができるとして．大阪②決定Bと「同，j立」を｜立lる等の事案が目にHく。また，

GPS捜査がプライヴアシーを大きく侵害することを認める一方で， GPS捜査

の違法性について裁判例も乏しいこと．今後の立法措置に待つべきことを指

摘する判決ゆ卜大阪②判決，名古屋高判 F）もあるが．この九最高裁大

法廷③判i夫も，その f) g) h）で言及する点である。他h".GPS娘査を違

法とした裁判例にしても．プライヴァシー侵害の程度は大きいとしながら．

GPS捜査に基づく証拠を排除して有罪としたり，重大な違法はないと判断し

て有罪としたりする判断枠組が存在する。

ところで．警察庁が2006年6Jl30 H，都道府県県警あて通達「移動追跡、’装

置運用要領」を出し，端末使用について被疑者らに明らかにしないなど．保

秘の徹底を求めたことが明らかになっている九 また. GPS捜査の対象とな

る罪種については，具r体的な1ft11を示すことなく「社会的反響が大きい犯

罪」も記載されているほか．端末を取り付ける対象の実例が列挙されている

ものの．情報公開請求でも黒塗りされて具体的に分からないようになってい

fこ1h, 0 

大阪高判Eも上記の通達にふれて「本件の警察1寄らは， GPS発信器の車両

への取り付けの際などに一再ならず違法の疑いのある行為に出ているほか．

保秘を徹底するその一方で＼組織内部で求められていたこの種侵食の適正権

保のための決裁．報告等の諸手統一ですら．十分には履践していなかった

疑し、があり，その点は甚だ遺憾」と述べるほか，名肯屋高判Fほか福井地判

Gも「運用要領にしたがったとはおよそ考えにくいJ「司法審査を困難なら

しめるもので遺憾」と述べる。J：記裁判例の多くにおいて，保秘の徹底の名

日で報告書を作成しない．破棄する，そもそも令状取得すら，およそ検討の

中にも入れない（例・大阪②決定B・ 最高裁大法廷③判決 C），大阪高判F

も一般論として令状主義に基づくべきことを述べるか？ ) , 1'1 111屋高平IJE以

降になって千葉県警が初めて令状を取っ てGPS1受査を行ったこと I ，·• 等も考

え合わせると， GPS授食において警察は組織的に令状主義はおろか．組織内

部のマニュアルまでないがしろにしていたとしか思えなし、。



-94ー （562) 山口経済学雑誌第66巻 第5号

［プライヴ．ァシー侵害］

上述の通り．裁判例は多かれ少なかれプライヴァシー侵害があったことを

尿認するが．具体的な事案の処却．に当たっては種々に分かれる。すなわち，

「特に大きいものではなし、」とする大阪①決定A.大阪高判E.福井地判G

を挙げることができるが． 一方「公権力による私的領域への侵入をドドう 」「プ

ライヴァシー侵害の程度は（極めて）大きい」とする．大阪②決定B. 名古

屋地判D，名古屋高判F. 名古屋高裁金沢支判H. 東京地裁立川支判 I.東

京地判Jを挙げることもできる。

このうち東京地判Jは最高裁大法廷③判決以後のものであるから． 一応除

外するとして．侵害の穏度を大きいと判断する裁判例は， il[ljf立誤差を小さく

見積もる傾向も見受けられる。また，プライヴァシーの及ぶ範聞として．伝

統的な裁判例・学説が述べるような私＊・自宅のような閉鎖された空間のみ

ならず．大阪②決定Bのように「施設の性質上．利用客以外の者が出入りす

ることは予定されておらず．プライパシー保護の介均的期待が高い空間J,

r，肯尾高判金沢支判Hのように「公道上のもののみならず．個人のプライパ

シーが強く保護されるべき場所や空間」へ拡張するものも Uに付く 。また．

プライヴァシー侵害の範囲についても．名古屋高判Fのように. GPSによる

位置情報の取得・記録・分析によって対象者の交友関係．信教．思想・信

条．趣味やI稽好などの個人情報を網羅的に明らかにすることが可能．と従来

のプライヴァシー侵害よりも相当広く解する裁判例も注意すべきであろう。

この中にあって．最高裁大法廷③判決は， 「GPS捜査は．対象車両の時々

刻々の位置情報を検索し抱握すべく行われるものであるが．その性質上．

公道上のもののみならず．個人のプライパシーが強く保護されるべき場所や

空間に関わる一....J a). したがって．このような「捜査手法は，個人の行

動を継続的．網羅的に把摂することを必然的に伴うから．個人のプライパ

シーを侵害し得るものであ」 a）ると，大阪②決定B. 名占屋高判金沢支判

Hのように．閉鎖された空間を超えて私的領域を設定している。そのうえで

「憲法35条は.H主Jci.書類及び所持品について，侵入．捜索及び押収を受け
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ることのない権利』を規定しているところ．この規定の保障対象には， 『「住

居．書類及び所持品jに限らずこれらに準ずる私的領域に 『侵入』されるこ

とのない権利が含まれるものと解するのが相当である」 b）と述べて令状主

義の意義を強調する引が．ここにおける 「私的領域」とは，「宴のあとJ事

件判決以後広く採用されてきた，単なる私事性の枠を超えるものと解するこ

とが許されよう。

最高裁が法律審である以上. GPS捜査が 「どこで ・どのように」行われた

かについては直接言及していないが．先例にしたがって「個人の，E思を制伍

して憲法の保障する重要な法的利益を十込書するものとして．刑訴法上．特別

の根拠規定がなければ許容されない強制の処分に当たる」 C）と論理展開し

従来の「検証」と同様ではありながら．「検証」にとどまらないと指摘する

のも当然であろう。しかも. GPS捜交の性質上，「被疑事実と関係のない使

用者の行動の過剰な把握を抑制することができ…・・・おそれがある。」d）刑

訴法上「検証j類似の強制処分でありながら，関係ない使用者の過剰な把握

を抑制できず，憲法・刑訴法が要求する公正手続の担保に心許ない以上 新

たな立法を要求するのは，もはや当然の論理である。

ただし先に述べたような．覚せい剤等を海上で受け波しする行為に準ず

るような事例まで「何が何でも反対」とはいかないのも事実であり ．しかも，

阿部・大谷 ・池上補起意見が述べるとおり．「今後立法が具体的に検討され

ることになったとしても．法制化されるまでには一定の時間を要することも

あると推察される」h）以上．単なる必要性を超える ・きわめて厳格な条件

の下で暫定的にのみ， GPS捜査は許容されると言って差し支えないだろう。

［小括・立法的措置への懸念］

学説にあっては，境界線の不分明さは認めながら私的領域と公的領域とを

区分することに，大方のコンセンサスが得られていると言ってよく ［長谷部

・2014 (p.148）］，その中にあって「服装・髪＇/I;'.!の自由」「結焔するか否か ・

チどもをもうけるか否か」といったライフスタイルの選択もまた．広義のプ
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ライヴァシーと捉える点．おそらく異論がないだろう ［長幹部 ・｜司〕。 。そ

こを起点として。誰に対して自己を聞くか聞かないか．どの程度聞くか．自

己に属する事項を識が収集・記録（何もコンピューターやネットワークに限

る必要はなし、。日記や私信もまた｜ロjじ）しでも差し支えないかを決めるのも

本人情｜有の権利と解すべきである ＇＇。 当然．公的領域に対しても｜司 じことが

弓えるが．対・公権）Jに対する場合．より厳格に考えなければならない〔同

旨．佐藤・ 2011 (p.181)〕。すなわち，私人相互の関係では．表現の自由等

とプライヴァシー権との調整問題で処理して差し支えなく，わざわざ基本的

人権の私人間効力の問題を引き合いに出す必要もない。これに対して，対公

権力の場合． ；総本的人権本米の役割が，公権力の侵入に対して私的領域を防

禦するところにあるため，直ちに憲法問題となる。

裁判例もまた． 「宴のあと」判決から「石に泳ぐ魚」の事案に至るまで．

私人相五の問題に対しては恭本的人権ないし権利相互の調整問題として処理

している （7_1：沢民講演会名簿提出の事案も．つまるところ．私立大学と私人

との関係一学lj：にとって雀籍する大学の存在がきわめて大きいことは別とし

て である） これら裁判例では「公人」の扱いについて若干の疑義もある

が．対公権力の問題となると．披高裁は一転ーする。

リーデイング・ケースと日される京都府学連事件（最大判1969年12月24日・

刑集23巻12号1625頁）は，一般論として 「ltl民の私1'.活 ｜ニの自由が． 警祭権

等の国家権力の行使に対しでも保護されるべきことを規定しているものとい

うことができる。そして，何人の私生活卜ーの｜’｜巾のーっとして．何人も，そ

の承諾なしに．みだりにその容ぼう・姿態（以ド「谷ぼう等」という。） を

撮影されない白由を有するJと述べつつ 「現に犯罪が行なわれもしく は行

なわれたのち問がないと認められる場合であって， しかも証拠保全の必要性

および緊急性があり かっその械影が一般的に許容される限度をこえない相

当な方法をもって行なわれるとき」警察官による谷貌の撮影が許符されると

説く 。ここでは「やむにやまれぬ緊急 ・切迫 ・他に選びうる手段がない」場

合に限定的に「私牛活 tの白山」に公権力が佼人するのではなく．「規査の
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必要性Jへ傾斜していると言えないだろうか。この点最高裁大法廷③判決

b) C）は学説の動向に接近して，従来の判例に再考を追っている ようにも

見える。

一方．令状主義（憲法35条）について，前掲［佐藤（p.324）］は「「住居Jは．

事務所や旅館の居室なども含めて．およそ人が私生活の保護について合理的

期待を抱く場所と観念されなければならなしづと述べ，それを担保するもの

として令状主義を位置づける （同旨 ・最高裁大法廷③判決b）。

前掲裁判例も，多くが他者からの被告人使用車両の観察を受忍せざるを得

ない場所とするもの（名古屋地判D・ 大阪高判E）の一方．大阪②決定Bや

名古屋高半IJF. 名古屋高裁金沢支判Hのように，自己が管理する閉鎖された

空間 （たとえば． 自宅・自室等）を超えて，「プライパシ一保護の合理的期

待が高い空間」「公道上のもののみならず．個人のプライパシーが強く保護

されるべき場所や空間に関わるものも含むJと私的領域の空間的外縁を拡

張する万向を見せ．最高裁大法廷③判決 a）では 「GPS捜査は，対象車両の

時々刻々の位置情報を検索し把握すべく行われるものであるが，その性質

｜二公道上のもののみならず．個人のプライパシーが強く保護されるべき場

所や空間に関わるものも含」むと述べるに至った。

-・}J. 私的領域の概念的な内包についても．特に名古屋高判Fが，位置情

報をの結果を記録し分析することにより，対象者の交友関係信教．思

想、・信条，趣味や日書好などの何人情報を網羅的に明らかにすることが可能8)

と述べて．単なる私事性を超える傾向をもっ。そのうえで最高裁大法廷③判

決d）は． 「（GPS！史査は）被疑事実と関係のない使用者の行動の過剰な把握

を抑制することができ」ないと述べるので．私的領域ないしプライヴァシー

について再考を促しているとも言える。

残る問題は立法的措置の如何である。ここで想起すべきは「通信傍受jで

ある。通信傍受では．犯罪捜査のため電話会話を傍受する 9＇ のが一般的であ

る。故高裁第三小法廷は北海道旭川市における電話傍受 (1999午12月16日判

決 ・刑集53巻9号1327頁）について． 「重大な犯罪に係る被疑事件について
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－（これに）関連する通話の行われる素然性があるとともに．・…電話傍

受を行うことが犯罪の技査上真にやむを得ないと認められるときには」許さ

れると述べる。しかし 電話傍受を検証許可状で行うことについては．元原

利文裁判宵による反対意見があり．これによれば事後の侍知も不服申立ての

規定もなく．法律上の根拠がないので許されないと述べる。

-}j， 最高裁判決に先伝って，「犯罪捜貨のための通信傍受に関する法律

（通信傍受法）」 が制定されているが．当初，通信の秘密 ・プライヴァシー権

の保障適正手続の要請と令状主義の確保から．罪種が限定されるほか．第

τ者である立会人の下犯罪被疑事実と関係ない通話を遮断する手続を求め

ていた。しかしながら. 2011年改正で傍受令状（｜司法3条以下）と立会人（同

法12条）こそ残ったものの．罪種が拡張されたほか．立会人による遮断手続

は廃l卜．された。「小さく産んで大きく育てる」典型である。さらに．電話傍

受に関しては無関係の電話傍受が実に6分の5を占める叩というが. GPS捜交

について｜司じことが起きないと言えるのか。

なるほど包括的なプライヴァシーな法は存在しない。また最高裁大法廷

②判決 f）が「事案ごとに，令状請求の審資を担当する裁判官の判断により．

多様な選択肢の中から的確な条件の選択が行われない限り娃認できないよう

な強制の処分を認めることは‘（刑事訴訟法197条l項ただし書）の趣骨に沿

うものとはいえなしづ と述べるのも一理ある （ただし憲法76条3項が保障

するのは 「裁判官の独伝」であって． 「司法権の独立」ではないから．裁判

官の判断ごとに分かれるのは憲法自身が予定するとも 言えるので．いささか

疑問の余地なしとはしない）。

しかしながら． 一連の裁判例に見るとおか捜査当局は令状主義を没却す

るがごとき行為に終始するばかりか，警察内部の運用要領（しかも，これ自

身「黒塗り」が多し、）さえも無悦するがごとき現状を見れば， しかも単なる

同乗者に過ぎない者の交信情報や位置情報を網羅的に把握している現状を考

えるならば．立法的措置を急ぐのもまた一考を要する。

私凡ながら．裁判官ごとに 「多様な選択肢の巾から的確な条件の選択」に
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困難があるとしても．司法審傘を一つの基準として熟慮を重ねることが．迂

遠でも適切な解決へ至る途のように思われる。

1 a • b • C ）讐察庁刑事局Jflド＃イlモfrlij課長 ・讐然庁丁刑企発1840・平成18年6月3011。なお，

朝日新聞2017年2月1日 「GPS捜食警察庁が存在隠すよう指不公1リで明らかにJ.東忠；

新聞／ri]H付け 「警察fr.GPSj聖査隠す通達 06年に取り調べ書類残さぬ通達j。大阪2

決定が GPS捜査以外で違法としたのは 「郵便受け内部の邸似物を搬彩した~察＇（°＼・の

行為は．郵便物の差出人や受取人のプライパシ一等を大きく侵害するものであるから

捜索又は検証としての性質を有する強制処分に該当し無令状でこれを行った行為」

である。

2) GPS端末を取り付けた対象卓両の向釆者の位置情報まで取られていることを11u：迫とす

るものとして．朝日新聞20日年7月101:1「浄’に無断GPS. 監視されていた私 H里査でも

おかしいJJ。なお，原容 ・大阪高判は．逆に 「本件で実施されたGPS般有は 一連の

窃盗事f'I:の犯人らが移動のために使HJする蓋然性があるものと認められた申阿を対象

に発信絡を取り付け. i£t察符らにおいて．多数iu／連続的に位世情報を取得したという

ものであって これにより取得可能な情報は 尾白・張り込みなどによる場合とは撲

なか対象車両の所在位置に｜浪られ句そこでの市j，可使別者らの行動の状況などが明ら

かになるものではな」い， と述べるのであるから 「いわんや同乗者ーの有無。行動の状

況まで明らかにするものではなし、」と暗黙のうちに認めているようにも思われる。

3）たとえば 最 （二三小）判2008年3J-J4日 (Jflj集62巻3号123頁．原：蕗 ・.t.1£京高判2007年SJJ

8日/Ill集62巻3号160頁）は 覚せい剤取締法・関税法違反の事案であるが．被疑者らは

貨物の洋 k受渡ポイントを．携帯 GPSその他の通信T段で特定していたにもかかわ

らず 被告人船舶でさえ荒大のため受i度ポイントにたとり着けなかったことが判決文

から読み取れる。 一方，通信・探紫能力に栴段の差があると思われる娘fr• 摘発似IJ も （当

然のことながら無線）通信の傍受．レーダ一般’素のみならず。 GPS探知も行ったこと

が-IUIJされるが．このような状況にまでGPSt虫食を排除するのは適；＇，と弓えないだろ

う（逆に日えば領上内の陸上で類似の状況がありうるかどうか．相当に疑問である）。



-100-(568) 山口経済学雑誌第66巻第5り

4）なお．鹿児島地裁加治木支判2017年3月241:I （裁判所ホームページ殺すむは．車上狙い

の事案に対して．警警察官が自己所有の軽トラックにパンや酒類を外から見えるように

乗せて 施錠をしないなど犯罪を誘発しかねない状況を作り出して媛り込みを行って

いること。法廷における讐祭官の供述に不自然な変遷が見られることを理的として

「なりすまし慢査を行うべき必要性がほとんどない以上。その俊査の態様のいかんにか

かわらず 任怠捜脊として許符される範凶を逸脱しており ｜司家が犯罪を誘発し t虫

食の公11：を：与するものとして，i!t;／去」と無罪判決をドしている。

5) GPS被査の対象となる界種については．具体的な罪名を示すことなく「社会的反響が

大きい犯罪jも記載されているほか。端末を取りHける対象の実例が列挙されている

ものの．情報公開請求では黒塗りされて具体的に分からないようになっている（文書

全体としては部分開示・米京新｜昔］2017年2月16日「GPS技資対象 幅広い解釈可能 f社

会的な反響大』など7項目J）。なお. 2017年6月9日の衆議院法務委員会に階毅衆院議

員が提出した資料2でも。移動追跡装置の定義の一部などが黒塗りされて．いくら対

抗的置を恐れるがゆえとはいえ 凶会にも早、塗りするとは理解しがたい。

6）ただしこれらライフスタイルの選択にかかる自己決定（最広義のプライヴァシー）も

場而によっては法的保護に値するかどうか問題になりうるυ 髪型lを規制しバイクを

全凶1的に祭止する校則を争う ことなとが典型的な場合に属するが これらはむしろ幸

福追求権 （憲法13条）の問題である。

7) 学説の問では ライフスタイルの向山な選択を （！ム義のプライヴァシー）と捉えつつ．

現代のプライヴァシ一機を 「白己情報コントロール機」と狭義に従える傾向があるが．

自己情報コントロール権のうちに．誰とコミュニケートするかしないかを内分で決定

するところに納起を世くもの。特に公権力によって自己に［刻する情報が収集・記録・

分析されることに対して。内己の情報をコントロールする権利を強調するもの. f子細

に検討すると必ずしも一致するわけではない。 しかしながら 〔辻本,j'（第5版） ・2014

(p.115）］が「論迎を粕密化することによ って情報コン トロール概念をさらに狭めてゆ

く方向には疑問の余地もあろう」と指摘するように 本稿の検討では人；ぐくりに示す

にILーめるG

8）この点を強調するものとして 111問符史 「GPSi聖子l'と慾法jiょう~セミナー 20]7年9片
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9）「通信Jは一対特定少数のコミュケーションを指すので，電話傍受のみならず，電気通

f言一般に考えることができ。実際に法律」規制lの対象となっている。また，郵便開披

の問題もlnJ様に考えることができるうえ．いずれも憲法21条2項が保障する 「通信の秘

密」にあたるが。これ以上の言及は避ける。なお．憲法判例＂＇＇ 選＜ 6 > （別冊ジュリ

スト217）所収の拙稿も併せて参照されたい。

10）衆議院法務委員会2015年5月2011・法務委員会議録15号18貞

＊参考文献註 1）～10）以外

・長谷部恭男 ［憲法・第6版（新法学ライブラリ )j 〔新l仕村・ 2014年〕

・佐藤幸治 f日本凶憲法論 （法学~；！）： 7 ）〔成文堂・ 2011 ＇~〕

－辻村みよ子 『憲法・第5版j〔日本評論村・ 2016if.〕


